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市政アンケート調査について 

  

 

消費生活審議会が市長に対して答申した，平成２７年３月２６日付「福岡市消費者教育推

進計画の策定について（答申）」の附帯意見を受け，新たな成果指標とするため，福岡市市

長室広聴課が毎年行っている「市政アンケート」を利用し，消費者教育に関する市民アンケ

ートを行うもの。 

 

１ 実施時期  平成２７年６～７月 

       （市政アンケート２回目で実施）※  

 

２ 設  問  別紙のとおり 

 

 

 

【参考】 

平成２７年３月２６日付「福岡市消費者教育推進計画の策定について（答申）」 

（附帯意見） 

福岡市消費者教育推進計画の成果指標は「商品やサービスの購入時に日頃からトラブル回避を

心がけている市民の割合」とし，９０％程度維持をその目標値としているが，これだけでは，今

後，当該計画の進捗状況の検証・評価を行う際に，検討材料が不足することが憂慮される。 

このため，消費者教育などに関する市民アンケート調査を行うといった措置を講ずることを提

言する。 

 

 

 

※市政アンケート調査のあらまし 

（１）調査時期   ：５月～１０月の間に６回程度 
（２）調査対象者  ：福岡市市政アンケート調査協力員(※)約６００名 
（３）調査方法   ：郵送法（一部電子メール）（平成２６年度の回収率は平均約８８％） 
（４）設問数    ：１回あたり３０問程度 
（５）調査テーマ数 ：１回あたり３～４テーマ（年間，約１８～２４テーマ） 
（６）調査結果の扱い：実施後１か月程度で単純集計結果及び，全回答者の回答内容一覧表をエクセル

ファイルで作成 
  ※注：市政アンケート調査協力員について 

      福岡市内に住む２０歳以上の男女を無作為抽出し，年間を通してアンケート調査に協力して

いただけるかを確認し，それに承諾された方（区別・性別・年代別が市の人口構成にあうよ

う抽出）。アンケート１回につき，５００円分の図書カードを謝礼としてお渡ししている。 

 

資料 ３  
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         平成２７年度 

第２回市政アンケート調査 

 

〔テーマ・担当課〕 

 

１．「食」の安全・安心について 

（担当課：保健福祉局 生活衛生部 食品安全推進課） 

 

２．「くらしの衛生」について 

（担当課：保健福祉局 生活衛生部 生活衛生課） 

 

３．「消費者トラブル及び被害防止の啓発」について 

（担当課：市民局 生活安全部 消費生活センター） 

 

４．「みどり」について 

（担当課：住宅都市局 みどりのまち推進部 みどり推進課） 

     

５．「学力向上のための取り組み」について 

（担当課：教育委員会 教育支援部 教育支援課） 

 

○ご記入いただいた個人情報は，市政アンケート調査の集計のために利用した上で， 

個人情報保護に関する法令等に基づき適正に管理いたします。 

 

○提出期間を過ぎて提出されると，皆さまからの貴重なご意見を集計結果に反映でき 

なくなりますので， 提出期限は厳守 いただきますようお願いいたします。                      

 

     調査協力員番号           お名前 

   ※ 調査協力員番号は 封筒の宛名シール に記載しております。 

     （調査協力員番号は返信用封筒右上に記載されている「501」ではありませんので 

        ご注意ください。） 

(提出期限)７月１３日(月)までにポストに投函してください。 
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問１３－１ ～ 問１３－３へ 

問１４へ 

≪「消費者トラブル及び被害防止の啓発」についておたずねします≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問１３ あなたは，過去５年間，商品の購入やサービスの利用に関することで，実際に事業者とトラブ

ルになったことがありますか。 

  

１ ある   

２ ない   

 

 

 

問１３－１ 《 問１３で「１」と回答した方におたずねします。》 

そのトラブルとはどのような内容のものでしたか。あてはまるものをすべて選び，番

号に○をつけてください。 

 

１ 商品・サービスの内容に関すること（ニセモノ，欠陥品，量や質，性能や効果など） 

２ 商品・サービスの価格に関すること 

３ 販売方法に関すること（執拗な勧誘，誇大広告，説明不足など） 

４ 解約に関すること 

５ 事業者の対応に関すること（アフターサービス，接客態度など） 

６ 身に覚えのない商品やサービスの請求に関すること（商品の送り付け，架空請求など） 

７ その他（具体的に：                                             ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢化・高度情報化の進展に伴い，「消費生活」に関するトラブルも多様化・深刻化が進んでいます。 

福岡市では，「安全で安心できる消費生活の実現」を目標に，平成２７年４月に「福岡市消費者教

育推進計画」を策定しました。消費者トラブルとその予防の啓発について，市民の皆さまのご意見を

お聴きし，今後の施策へ反映させたいと考えております。 

お忙しいところ誠に恐縮ですが，ご協力をお願いします。 

 

※本アンケートでの「消費生活」とは，生活に必要なさまざまな商品やサービスを事業者から購入

するだけではなく，それらを利用して生活し，使い終わったものを破棄するまでのことをいいます。 
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問１３－２ 《 問１３で「１」と回答した方におたずねします。》  

そのトラブルとなった商品やサービスを購入または利用したきっかけは，次のどれに

あてはまりますか。あてはまるものをすべて選び，番号に○をつけてください。 

 

１ 自らお店に行って購入または利用した 

２ 自らインターネットやカタログで探して購入または利用した 

３ 事業者が自宅や職場に訪ねて来て，勧められた 

４ 事業者から自宅や職場に電話があり，勧められた 

５ 勧誘員などから路上で声をかけられ，案内されたお店などで勧められた 

６ 無料券や景品などがきっかけで，お店などに行って勧められた 

７ テレビや，雑誌，インターネットなどで見た広告がきっかけで購入または利用した 

８ 友人・知人から勧められた 

９ その他（具体的に：                                             ） 

 

問１３－３ 《 問１３で「１」と回答した方におたずねします。》  

トラブルを解決するためにあなたは誰かに相談しましたか。あてはまるものをすべて 

選び，番号に○をつけてください。 

 

１ 家族や友人・知人に相談した 

２ 弁護士などの専門家に相談した 

３ 消費生活センターに相談した 

４ 消費生活センター以外の公的機関に相談した（区役所，保健所など） 

５ 相談せずに自分で事業者（お客様相談窓口などを含む）と交渉した 

６ その他（具体的に：                             ） 

７ 特に何もしなかった   

 

 

【参考】消費生活センターのご案内  （住所：福岡市中央区舞鶴 2-5-1 あいれふ７階） 

 福岡市消費生活センターでは，さまざまな消費者トラブルの相談を電話，来所，インターネットでお受け

し，解決のお手伝いをしています。 

●相談できる方は，福岡市内に在住または在勤・在学の個人の消費者の方に限ります。 

●相談無料・秘密厳守 

 消費生活相談コーナー 

受 付 時 間  月曜日～金曜日（祝日・年末年始は除く）９時～１７時 

第２・４土曜日 １０時～１６時（電話相談のみ） 

相談専用電話  ０９２－７８１－０９９９ 

インターネット消費生活相談 https://ssl.city.fukuoka.lg.jp/shohiseikatsu-soudan/ 
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問１６へ 

 

問１５－１へ 

《 すべての方におたずねします。》 

問１４ 消費生活について，あなたが関心のあることは何ですか。あてはまるものを３つまで選び，

番号に○をつけてください。 

 

１ 契約に関すること（契約の知識，クーリングオフなど） 

２ 衣服に関すること（品質表示，クリーニングトラブルなど） 

３ 食に関すること（食品表示，食の安全，食育など） 

４ 住まいに関すること（住宅の欠陥の問題，賃貸住宅のトラブルなど） 

５ 商品販売のしくみについて（店舗・通販などの購入方法の選択など） 

６ 環境問題について（ごみの減量やリサイクルなど） 

７ インターネットやスマートフォンについて（セキュリティの問題，ワンクリック請求など） 

８ 金融商品や生活設計について（資産運用，保険，クレジットカードなど） 

９ その他（具体的に：                                   ） 

１０ 特にない 

 

 

問１５ 問１４に挙げたようなテーマについての学習会が，学校や地域，職場などで実施されてい 

ますが，あなたは参加したことがありますか。あてはまるものを 1 つだけ選び，番号に○を 

つけてください。 

  

１ ある     

２ ない     

３ わからない  

 

 

問１５－１ 《 問１５で「１」と回答した方におたずねします。》 

それはどのような機会に参加しましたか。あてはまるものをすべて選び，番号に○ 

をつけてください。 

 

１ 小中学校，高等学校の授業，課外授業など 

２ 大学，専門学校等の講義など 

３ 公民館や地域の団体などが主催の講習会など 

４ 市役所・区役所などが主催の講習会など 

５ 職場での研修会など 

６ 事業者・事業者団体主催の講習会など 

７ 消費者団体※主催の講習会など 

８ その他（具体的に：                            ） 

 

 

 

 

 

※消費者団体とは,消費者の権利・利益の擁護のため,消費者によって自主的に組織された団体や消費者のため

の活動を行っている民間団体のことをいいます。 
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《 すべての方におたずねします。》 

問１６ 福岡市では，安全で安心できる消費生活の実現を目指して，以下のような「市民として期待 

される心構え」を定めて周知に努めています。消費生活について，あなたが日頃から心がけ 

ていることはありますか。あてはまるものをすべて選び，番号に○をつけてください。 

 

１ トラブルを避けるため，ニュースなどで消費者被害の最新情報を知る 

２ 地域等で開催される消費生活に関する講座などに積極的に参加する 

３ 消費生活について得た情報を家族や友人等身近な人に伝える 

４ 事業者との取引で困ったら，消費生活センターに相談する 

５ 身近に消費者トラブルで困っている人がいたら，消費生活センターへの相談を勧める 

６ 環境に優しい商品の購入など環境に配慮した生活をする 

７ 健康に留意した食生活を行う 

８ 風評被害などによる社会的影響に関心を持って行動する 

９ その他（具体的に：                           ） 

１０ 心がけていることはない 

 

問１７ 「消費者トラブル」や「被害防止の啓発」について，ご意見・ご要望がございましたら，ご

自由にお書きください。 
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福岡市消費者教育推進会議設置要綱 

 
 
（目的） 

第１条 「福岡市消費者教育推進計画」（以下，「推進計画」という）に基づき，安全で

安心できる消費生活の実現をめざし，関係各課が連携し，消費者教育を一体的かつ

総合的に推進していくことを目的として，「福岡市消費者教育推進会議（以下，「本

会」という。）」を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 本会は前条の目的を達成するため，次に掲げる事項について協議及び連絡調整

並びに意見交換を行う。 
（１） 推進計画に基づく取組みに関すること 
（２） 推進計画の進捗状況の公表に関すること 
（３） 推進計画に基づく取り組みの見直しに関すること 
 

（組織） 

第３条 本会の委員は，別表１に掲げる者をもって構成する。 
２ 本会に議長を置き，市民局生活安全部長をもって充てる。 

 
（会議） 
第４条 本会は，議長が招集し，会議を主催する。 
２ 議長は必要に応じて，本会に委員以外の者の出席を求めることができる。 

 
（事務局） 
第５条 本会の庶務は，市民局生活安全部消費生活センターが担当する。 
 
（その他） 
第６条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は議長が本会に諮って定める。 
  なお，議長が必要と認める事項については，本会への事後報告をもって定めること

ができるものとする。 
 
附則 

 この要綱は，平成２７年６月１日から施行する。 

 
  

資料 ４ 
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別表１ 

局 名 職 名 備 考 

市民局 

生活安全部長  

生活安全部 消費生活センター所長 事務局 

コミュニティ推進部 コミュニティ推進課長 
 

こども未来局 こども部 総務企画課 
 

保健福祉局 

高齢社会部 高齢社会政策課長 
 

障がい者部 障がい者在宅支援課長 
 

健康医療部 健康増進課長 
 

環境局 環境政策部 環境政策課長 
 

教育委員会 
指導部 学校指導課長（教育課程等担当） 

 

教育センター 研修・研究課長（研修講座等担当） 
 

 
 
 
 
 
 
 























特に若者 成人一般 特に高齢者

環
境
教
育

福岡市ライフステージ別消費者教育取組状況図

幼児期
（保護者対象を含む）

小学生期
（親子対象を含む）

中学生期 高校生期

成人期

消
費
者
市
民
社
会
の
構
築

食
育

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※「食育」：「福岡市食育推進計画」により推進される事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※「環境教育」：「福岡市環境教育・学習計画」により推進される事業

17 子育てサロン等 

母子教育 

24 食生活改善推進員の養成 

28給食だより・ 

食育だより 

29 学校における食育の推進 27 保育所・

幼稚園などで

の食育の推進 

22 福岡市栄養成分表示の店，福岡市健康・食育サポート店 

21介護予防事

業の中での教室 

20 生活習慣病

に関する健康教育 

19 若い世代を対象とした 

料理教室 
18 親と子の料理教室 

23 食育の日，食育月間における食育イベント 

25 地域食生活改善講習会 

31 玄海うまかもん

食育事業 

32 親子 食と農の体験教室 

33 市内産農産物学校給食活用推進事業 

30学校給食コンテス

ト 

36  ３Ｒ推進啓発 

37  ３Ｒについて学ぶ講座 

35 環境局ホームページ「福岡市の環境 学ぼう！つなごう！ふくおかの環境」 

38 子ども向け環境情報ウェブサイト 

「エコッパと学ぼう！こども環境局」 
39 生ごみリサイクル促進事業 

41環境教

育副読本 

42 環境学習支援事業 

40 わくわくエコ教室 

43 海の中道青少年海の家活動プログラム 

●出前講座「おうちで省エネできるモン！」 

1 消費生活センターホームページによる消費生活情報の提供 

2 啓発資料の貸出・提供 

4 くらしのインフォメーション 

5 暮らしのヒント 

11 消費者グループ活動支援 

10 出前講座「適正な計量の実施について」 

8 かしこい消費生活講座 

15 教員対象研修 

14教材作成と中学校における消費者教育講座 

7 かしこい消費生活 

親子講座 

13 学習指導要領に基づく消費者教育 

6 公民館主催講座 

9 国際理解教育講師派遣事業 

45 水をたいせつに広報事業 

  

16 災害時・緊急時の情報提供や消費生活相談の実施 

3 関係機関が発行する広報紙等による情報提供 

12 福祉関係者等 

との連携                                                                                                                             

重1,3 重1,4 

重1～3 重1 

重1～4 

重1,2 

新規事業 

34 産地見学と料理教室 

26 出前講座「食育で明るい未来元気な福岡」 

※施策・事業名等の番号はP26～の福岡市消費者教育施策事業一覧に対応 

●売る漁業推進事業 

44 環境フェスティバルふくおか 



特に若者 成人一般 特に高齢者

幼児期
（保護者対象を含む）

小学生期
（親子対象を含む）

中学生期 高校生期

成人期

 

食
育

商
品
等
や
サ
ー

ビ
ス
の
安
全

生
活
の
管
理
と
契
約

情報と
メディ

ア

46 消費生活センターホームページによる消費生活情報の提供《再掲》 

47 啓発資料の貸出・提供《再掲》 

50 くらしのインフォメーション《再掲》 

52 暮らしのヒント《再掲》 

53 公民館主催講座《再掲》 

56 かしこい消費生活講座《再掲》 54かしこい消費生活 

親子講座《再掲》 

57 出前講座「くらしの実験講座」 

62 薬物乱用防止に関する広報啓発等の実施 

59乳幼児の事故防止 

の啓発 

63 学習指導要領に基づく消費者教育《再掲》 

60 小・中学校での救命講習 61 出前講座「すすめよう住宅の耐震化」 

49 ホルムアルデヒド測定器の貸出 

51 製品安全パネル展 

64 ホームページによる食品の安全性に関する情報提供 

65 講習会や出前講座等 

66 バザー開設者に対する衛生講習会 

82 出前講座「これであなたも３Ｒ名人！」 

67 食品衛生月間行事 

68 消費生活センターホームページによる消費生活情報の提供《再掲》 

69 啓発資料の貸出・提供《再掲》 

71 くらしのインフォメーション《再掲》 

72 暮らしのヒント《再掲》 

77 公民館主催講座《再掲》 

79 かしこい消費生活講座《再掲》 

88 消費生活サポーター育成 

76 障がい者向け見守り支援講座 

74 消費生活かわら版 

75 ホットな消費者ニュース 

73消費生活トラブル 

注意報《再掲》 

78かしこい消費生活 

親子講座《再掲》 

85 キャッチセールス追放キャンペーン 

89 学習指導要領に基づく消費者教育《再掲》 

91 インターネット等を介した 

被害防止に向けた取組みの実施 

93 出前講座「子どもとメディアのよい関係づくり」 

90 出前講座「ＩＣＴでハッピーライフ！！」 

55消費生活トラブル 

注意報 

86 大学新入生 

への啓発 

87ステッカー配布等 

相談窓口の周知 

92 情報モラル研修の実施 

80 出前講座「だまされんばい悪質商法」 81高齢者向け 

84 悪質商法撲滅キャンペーン 

48 関係機関が発行する広報紙等による情報提供《再掲》 

70 関係機関が発行する広報紙等による情報提供《再掲》 

58高齢者向け 

83 出前講座「ご存知ですか？ 

高齢者のためのいきいきセンターふくおか」 
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平成 24 年度包括外部監査の意見に対する回答について 

 

                              消費生活センター 
 
１ 意見の概要 

福岡市消費者訴訟貸付金（以下「貸付金」という。）の制度は，平成１７年４月１日施行の福

岡市消費生活条例第３０条に規定されているが，現在まで，貸付実績は１件もない。 
平成２４年度の包括外部監査（貸付金制度及び債権の管理に係る事務の執行について）の公

表（平成２５年４月２５日）において，貸付要件等の見直しが必要との意見を受けたところで

ある。 
 
２ 貸付金制度について 

目 的 事業者の事業活動により被害を受けた消費者の救済 

貸付対象 
（条 30 条１項） 
（規 19 条） 

市内居住の消費者で，事業者に対し訴訟を提起する者，または事業者から訴訟を

提起された者 

貸付要件 
（条 30 条１項） 

要件は次のすべてを満たすこと。 

①同一又は同種の原因による被害が多数発生し，又は発生するおそれがあること。 

②当該訴訟資金の額が損害の額を超え，又は超えるおそれがある等当該被害者

が援助を受けなければ当該訴訟を提起し，維持し，又は応訴することが困難で

あること。 

③当該被害に係る紛争が福岡市消費生活審議会のあっせん又は調停に付されて

いること。 

貸付範囲 
（規 20 条１項） 

① 民事訴訟費用等に関する法律(昭和 46 年法律第 40 号)第 2 章の規定により裁

判所に納めるべき費用 

②弁護士又は司法書士に支払う報酬 

③前 2 号に掲げるもののほか，民事訴訟手続等に通常要すると認められる費用 

貸付上限額 
（規 20 条 2 項） 

100 万円 

制度開始年度 平成１７年度 貸付実績 無し 

※条：福岡市消費生活条例， 規：福岡市消費生活条例施行規則 
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